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自己紹介①
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図 香川大学情報化推進統合拠点

図 香川大学情報戦略室

香川大学は情報化・DXを推進する組織的な体制を整備
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自己紹介②

ソフトウェア/情報システム設計・開発法に関する研究に従事

香川大学創造工学部創造工学科情報コース 八重樫研究室

ソフトウェアや情報システムの設計・開発法に関する研究に従事
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https://www.ieice.org/iss/kbse/
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1. はじめに

図 顧客が本当に必要だったもの

https://dic.nicovideo.jp/a/顧客が本当にひつようだったもの

経済産業省：“DXレポート～ITシステム「2025年の崖」克服とDXの本格的な展開～”，

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_transformation/20180907_report.html

ベンダーに丸投げせずユーザ企業側で要件を確定する
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https://dic.nicovideo.jp/a/顧客が本当にひつようだったもの
https://dic.nicovideo.jp/a/顧客が本当にひつようだったもの
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1. はじめに
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年度 成功率 備考・出典

1995年 16.2% Standish Group, CHAOS Report 1995

2004年頃 29% The Story (2024) によるCHAOS Reportの要約

2012年頃 27% 同上

2015年頃 29% 同上

2020年頃 31% 同上

表 情報システム開発プロジェクトの成功率の推移

Standish Group (1995). CHAOS Report.https://personal.utdallas.edu/~chung/SYSM6309/chaos_report.pdf
The Story (2024). Chaos Report — a study about IT project management.https://thestory.is/en/journal/chaos-report/

情報システムやソフトウェア開発はうまくいっていない

※ 成功＝On time / On budget / Full scope（定義は年次により一部変更あり）

8%

12%

24%
56%

よく使う いつも使う ほとんど使わない まったく使わない

図 システムにおける機能の利用状況

Pendo，The 2019 Feature Adoption Report，
https://www.pendo.io/resources/the-2019-feature-adoption-report/
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1. はじめに

要望 要求 要件

・ニーズ
・アイデア

要望を取捨選択
し整理，構造化
したもの

要求を取捨選択
し開発対象とし
て合意したもの

開発対象

開発対象

図 要望，要求，要件の３段階 https://tracery.jp/articles/entry/requirements-definition-key-points

★ドメイン知識（ドメインちしき、英: Domain knowledge）
ドメイン知識または領域知識，業務知識は，はっきり限定された，ある専門分野に特化した分野の知識であり，一般知識またはドメイン独立の知
識と対比される．この用語は，例えばプログラミングの一般知識と共に製薬業界に関するドメイン知識を有するソフトウェアエンジニアについて
説明したりする目的で，より一般的な分野に関してしばしば用いられる．ドメイン知識を有する人物はしばしばその分野の専門家と見なされる

システム開発に関する
専門知識

大学業務（会計処理）
に関する専門知識

大学における
会計処理システム

要件定義にはシステム開発に関する専門知識に加えて対象業務に関するドメイン知識が必要

6

表 主な要件定義手法
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1. はじめに

経済産業省：“DXレポート2（中間取りまとめ）”，
https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004-2.pdf

アジャイルな開発体制を社内に構築し，市場の変化をとらえながら小規模な開発を繰り返す

7

図 ウォーターフォール型開発 図 アジャイル型開発

https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004-2.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004-2.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004-2.pdf
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1. はじめに

https://www.ipa.go.jp/digital/chousa/dx-trend/tbl5kb0000001mn2-att/dx-trend-2025.pdf

システム開発の内製化はDXを実現する手段として注目されるが日本では取り組みが遅れている

8
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1. はじめに
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図 システム開発の内製／外部委託方針
企業IT動向調査報告書2026 ユーザ企業のIT投資・活用の最新動向，一般社団法人 日本情報システム・ユーザ協会（JUAS）
https://juas.or.jp/cms/media/2026/04/JUAS_IT2026.pdf

図 企業のIT組織の業務内製化と規定整備の現状について

国内ITバイヤー（エンドユーザー）企業のIT組織の業務内製化と規程整備の現状についての調査結果， IT専門調査会社 IDC 
Japan 株式会社

https://my.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prJPJ53107025

内製だけでは十分ではなく外部委託との混成（ハイブリッド）型の採用が増えている
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1. はじめに

MVP（Minimum Viable Product）
ユーザが真に必要だと思う最低限の機能を有するプロダクトやサービス

仮説検証型アジャイル開発
MVPを特定したうえで，製品やサービスの開発に着手する開発手法

図 香川大学の仮説検証型アジャイル開発のプロセス

価値探索フェーズ アジャイル開発フェーズ

MVP
特定

検証

仮説立案

評価

検証計画
MVP
特定レビュー

開発

振返り

開発計画

https://atmarkit.itmedia.co.jp/ait/articles/2010/29/news033.html
をベースに八重樫が作成

必要な機能はなにかを特定（要件定義）してからそれをアジャイルに開発する

10

https://atmarkit.itmedia.co.jp/ait/articles/2010/29/news033.html
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2. 香川大学DX推進研究センター「DXラボ」

➀業務UX調査
業務の抱える課題をユーザの視点で調査

②業務改善アイデアソン
業務を改善するアイデアを創出

③業務システム内製開発
業務システムを内製で開発

④業務データ分析
業務システムで得られたデータを分析

⑤システム開発/データ分析ハンズオン

業務システムを開発できるスキルを獲得

自分達で開発できそうだぞ！

上司や先輩が残ってると帰りにくい… 自分達が本当に欲しいシステム
開発ができる！

データに基づく大学経営！

縦割りで業務知識が分散している！

デザイン
思考

共創

BMI

デザイン
思考

共創

デザイン
思考

共創

データ
駆動

データ
駆動

BMI

デザイン
思考

共創

データ
駆動

BMI

香川大学のDX推進にむけた様々な取り組みを実施（取り組みのほとんどは学生が実施）

11

学生開発チーム
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3. 業務システム内製開発＆業務データ分析

Microsoft Power Platform
ノーコード/ローコードプラットフォーム

で様々な業務システムを開発

図 業務システム内製開発＆業務データ分析プロジェクト

PoTフェーズ PoCフェーズ 実運用・評価
フェーズ

休学届受付
システム

TA勤務報告
集計システム

共同研究申請
受付システム

退学届受付
システム

プロジェクト立
ち上げ

発明届受付
システム

就職関係情報
受付システム

就職状況報告/
可視化システム

出張届申請・
出張報告

受付システム

行事届
申請システム

創発科学研究科
WEB出願
システム

プロジェクト
開発

外部研究資金
公募情報共有

システム

プロジェクト
検証

教員向け
休暇申請システム

通勤届
申請システム

住居届
申請システム

履修取り消し
システム

欠席届申請
システム

出退勤記録
システム

実証実験

オンライン選考用
個室BOX予約

システム

研究費問い合わせ
回答システム

チャットボット

技術相談受付
システム

SDGs
情報収集
システム

授業料免除
申請予約システム

運用開始

ワクチン
接種予約システム

単身赴任届
申請システム

クローズ

業務システム開発＆業務データ分析プロジェクトは150件超（2026年5月）

12
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3. 業務システム内製開発＆業務データ分析
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図 落とし物管理システム

学生スタッフがわずか一週間で開発（本学以外でも10大学で実運用中）
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3. 業務システム内製開発＆業務データ分析
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香川大学のみならず日本の多くの大学で採用されている

https://www.chukyo-u.ac.jp/support/studentlife/a18.html
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3. 業務システム内製開発＆業務データ分析
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★就職活動状況可視化の取り組み

学生から就職活動データを収集し(SoR)Power BIを用いてリアルタイムで可視化(SoI)

図 就職状況記録システム
「カダシュウカツ」 図 就活状況分析・可視化システム「カダシュカツレポート」
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3. 業務システム内製開発＆業務データ分析
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★教育ダッシュボード

図 教育ダッシュボード

基幹業務システムからデータを抽出しそれを可視化する取り組みも実施

図 予実管理ダッシュボード

★予実管理ダッシュボード
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3. 業務システム内製開発＆業務データ分析
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★受託共同研究管理システム

図 受託共同研究管理システム（データ更新）

図 受託共同研究管理システム（全体ビュー）

図 受託共同研究管理システム（詳細ビュー）

受託共同研究に関する必要な情報を収集し，それを可視化するシステム
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3. 業務システム内製開発＆業務データ分析

18

★出張申請受付AIエージェント

AIエージェントも内製で開発（研究DXにむけたエージェント開発にも着手）

図 出張申請受付AIエージェント

★卒業・進級要件判定AIエージェント

図 卒業・進級要件判定AIエージェント
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3. 業務システム内製開発＆業務データ分析
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★科研費申請書作成支援AIエージェント

図 科研費申請支援AIエージェント

科研費指南書（研究戦略室作成）をベースとした科研費申請支援AIエージェントも内製開発中

共同研究申込書申請支援AIエージェントも開発中（共同研究費見積支援，研究契約書チェック機能含む） ！！
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4. 内製開発/データ分析ハンズオン
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表 ハンズオン開催状況

これまで73回，3206人がハンズオンを受講（2026/8/19時点）
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5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）
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表 R4アンバサダー取り組み一覧（105件，一部抜粋）

表 R5アンバサダー取り組み一覧（74件，一部抜粋）

デジタルONE戦略に基づいて様々な活動をおこなう

表 R6アンバサダー取り組み一覧（53件，一部抜粋）
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5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）

22

図 病院見学依頼書作成の手順
図 病院見学依頼書作成システム①

自分が担当している業務を改善するシステムをアンバサダー自身で設計

★病院見学依頼書作成システム
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5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）
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図 病院見学依頼書作成システム②

自分が設計したシステムをアンバサダーが内製開発

★病院見学依頼書作成システム



Copyright DX Research Center, Kagawa University

5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）
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業務改革にむけた機運の醸成にも貢献

★病院見学依頼書作成システム
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5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）
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運転者による作成・報告，経理課による管理に多くの業務工数負担がかかっている

本部共用車運行日誌記録システムの内製開発

〇課題

・本部共用車は８台あり、その運行日誌は年間約1,500枚

・１枚毎に4人が決裁をおこなっている

運転者

報告(手書き)

経理課担当者

受付(確認)

経理課長

決裁(押印)

〇現状
法律で作成が義務づけ

共用車を使用する度に、使用者は運転状況や日常点検結果等を運行日誌に記入している

※2024年度デジタルONEアンバサダー成果報告会のスライドから抜粋
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5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）
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導入後1083件の登録（2025年5月20日時点）

〇実際に利用している様子

本部共用車運行日誌記録システムの内製開発

運行日誌入力用
QRコード

異常報告通知メール

運行日誌入力フォーム

〇システム

※2024年度デジタルONEアンバサダー成果報告会のスライドから抜粋
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5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）
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5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）
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データに基づいた大学経営改善にむけた取り組みも
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5. デジタルONEアンバサダー（非情報系職員による内製開発）
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ドメイン知識を持つ現場職員だからこそ使われるシステムが開発できる

図 デジタルONEアンバサダーが開発したシステムの運用状況

図 AI名刺スキャンシステム図 貸出ロッカー管理システム
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6. Kadai DXソリューションカタログサイト
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図 ソリューションカタログサイト

図 欠席届申請システム

https://dx-labo.kagawa-u.ac.jp/

開発したシステムをダウンロードできるカタログサイトを開設
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6. Kadai DXソリューションカタログサイト
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図 システムダウンロード数（2023/6/1～2026/8/3)

図 アクセスユーザー (2023/6/1～2026/8/3)

154,075人がサイトにアクセスし，4,463システムがダウンロードされた
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7. 電子教科書（業務システム内製開発）
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内製開発に関する教科書も出版しました
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8. まとめ（SoR, SoI, SoE①）

33

• SoR（System of Records ）
SoRは「 System of Records 」の略で，「記録のためのシステム」という意味．具体的には会計

や経理，人事，受発注管理，製造管理のためのシステムなどが挙げられ，大量のデータを正確かつ効
率的に記録し，必要に応じて計算を行い出力することが主な目的．SoR は企業の業務遂行のために用
いられることが多く，正確性・安定性が特に重視される

• SoI（System of Insight ）
SoI は「 System of Insight 」の略で、「インサイトのためのシステム」という意味．「インサイ

ト」とは，「洞察」を意味し、マーケティングでは購買行動の根底にある動機や本音のこと．SoIは，
蓄積されたデータを分析し顧客のニーズや購買に至るプロセスを洞察するシステムのこと

• SoE（System of Engagement ）
SoEは「 System of Engagement 」の略で、「エンゲージメントのためのシステム」という意味．

マーケティングにおいて「エンゲージメント」とは，顧客とのつながりのことを指し，SoEはユー
ザーとの関係を強化することが目的．従来の IT システムであるSoRが企業における業務遂行が主な
目的であったのに対し，顧客にとって使いやすく設計されたシステム（UXに基づいたシステム？）が
SoEに該当する
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8. まとめ（SoR, SoI, SoE②）
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勤務データを正確に取得 具体的な行動変容につなげる

図 出退勤記録システム
（KadaKintai）

図 KadashBoard
（年次有給休暇申請）

データから洞察を得る

図 休暇申請システム

https://cloud-ace.jp/column/detail335/
八重樫が一部改変

段階的に顧客体験（ユーザ体験）に基づいたシステムを開発する

https://cloud-ace.jp/column/detail335/
https://cloud-ace.jp/column/detail335/
https://cloud-ace.jp/column/detail335/
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8. まとめ（バイモーダルIT）
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そもそもモード１，モード２ってなに？をベースに八重樫が加筆
https://blog.office-root.com/dx/mode1-mode2/

図 バイモーダルIT

ITをひとくくりにするのではなく対象に応じてモードを使い分ける

ウォーターフォール開発で
取り組む領域

（基幹システムやインフラ整備）

アジャイル開発で取り組む領域
（生成AIや内製開発などの
最新の情報技術の活用）



Copyright DX Research Center, Kagawa University

8. まとめ（スサノオ・フレームワーク）
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図 あるべきITシステムを実現する技術要素群「スサノオ・フレームワーク」 （DXを実現するためのITシステム像） DX実践手引書 ITシステム構築編 完成 第1.1版をベースに八重樫が追記
https://www.ipa.go.jp/digital/dx/dx-tebikisyo.html

内製業務システム

BIツールによる
データ可視化

生成AI活用

攻めのIT（DX推進研究センター，教育情報推進支援センター）

教務システム

学術情報リポジトリ

財務システム

人事システム

基盤システム

ネットワーク
システム

研究者データベース

研究業績管理
システム

守りのIT（情報メディアセンター，サイバーセキュリティセンター）

Microsoft 365

Google Cloud Platform

基幹システム 独自システムデータ

データを記録し，データから何らかの洞察を得て，ユーザ体験につなげていく

SoR SoI SoE
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8. まとめ（教務システムと内製システムの連携）
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図 教育ダッシュボード

図 教育ダッシュボードシステム連携図

基幹システムが有するデータをDXの取り組み（大学経営の高度化）につなげていく
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8. まとめ（日本と米国の情報化投資）
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図 日本の情報化投資の推移

図 日米の民間情報化投資の比較

令和7年版 情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/html/nd211300.html

日本はアメリカに比べて圧倒的に情報化投資が少ない
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8. まとめ（米国大学における独自AI基盤構築）
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大学 独自AI基盤 基盤・連携の特徴 戦略上の重点 主な成果・インパクト

Vanderbilt
University

Amplify
（独自OSS基盤）

• マルチLLM対応
• 学内データをRAGとして連携
• 教職員がノーコードで業務特化型アシス

タントを構築

• 商用ツールへの依存回避
• コスト最適化
• 大学主権のOSS基盤

• 教員のAI活用頻度 41％から52％以上へ向上
• 業務特化型アシスタントをノーコードで構築
• 1ユーザー当たり月額約3ドルにコスト最適化

University of 
Michigan

Maizey / MiMaizey

• カスタムデータとLMS（Canvas）を統合
• 学習文脈に沿った回答を生成（RAG）
• 全学的なガバナンス・AIポリシー
• AIリテラシー教育の推進

• 教育への実装
• 全学ガバナンス
• AIリテラシー向上

• 24時間AIチュータリング
• 1,300名超のAI研修を実施
• 学生体験の向上

Arizona State 
University

Create AI

• AWS上の30TB統合データウェアハウス
• ベクトルDB、複数モデル、APIレイヤー

を統合
• セキュアで拡張性の高いアーキテクチャ

• データプライバシー
• ベンダーロックイン回避
• データ駆動型支援

• 学生定着率 73%→88%に向上（6年間で）
• 学習・進路・メンタルケア等の支援をパーソ

ナライズ化

表 米国大学における独自AI基盤構築（香川大学DXラボまとめ）

①統合データ基盤

学内データを集約・統合
（SIS・LMS・研究・人事・財務）

②API/MCP

各システムやデータに
安全かつ標準的に接続

③RAG・ベクトルDB

学内ナレッジを検索し
文脈に沿って活用

④複数LLM

用途・コストに応じて
基盤モデルを選択

⑤大学独自サービス
（アプリケーション群）

教育・研究・業務に特化した
独自サービスを提供

Amplify

Vanderbilt

Maizey / 
MiMaizey

Michigan

Create AI

ASU

共通の成功要因
 データ主権とプライバシー保護
 ガバナンス・倫理・セキュリティの徹底
 教職員の参画とAIリテラシー向上
内製開発による柔軟性・拡張性の確保

AIモデルそのものではなく、「データ基盤 × 連携 × ガバナンス」
を自ら設計・運用することが競争力につながる

米国大学の一部は，AIサービスの利用ではなく，学内データを活用する独自AI基盤の構築への移行
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9. DX推進に必要な人材（デジタルスキル標準）
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DX推進スキル標準（DSS-P）概要，独立行政法人情報処理推進機構 （IPA）
https://www.ipa.go.jp/jinzai/skill-standard/dss/about_dss-p.html

図 かがわ情報化推進協議会アンケート
（希望するセミナーテーマ）

図 かがわ情報化推進協議会アンケート
（希望するワークショップテーマ）

DX推進に必要な人材を把握するためにDX推進スキル標準（DSS-P）では6つのDX人材類型が定義
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9. DX推進に必要な人材（デジタルスキル標準）

41

類型 具体的な大学業務

ビジネスアーキテクト • 業務DX全体の優先度付けと段階的ロードマップの策定
• 教育・研究戦略の設計（教育IR活用方針、学修成果可視化）
• 入試・広報・募集戦略の設計（出身高校分析、広報施策設計 等）
• 勤怠管理を起点とした働き方改革の企画・ハンドリング

デザイナー • 教職員・学生が迷わず使える業務画面・導線の設計（勤怠・学務・出張・申請等の日常業務を含む）
• 入力・確認・差戻し負荷を減らすUX／画面・項目設計（現場の手戻り・ストレスを減らす工夫）
• 管理職・現場双方にとって分かりやすい可視化表現の設計（ダッシュボード・帳票・一覧画面など）
• 業務フローそのものの見直し（手順削減・分岐整理による業務のシンプル化）

データマネジメント • 教務・人事・財務・研究にまたがるデータ定義の整理（「学生数」「履修率」「勤務時間」等の意味の統一）
• 公式データと参考データの切り分け（報・所属、職種、年度、科目、勤務区分などのマスタデータ整備・管理
• 部局ごとに分断されたデータの統合ルールや利用ルールの策定
• 業務改善・IR・経営判断につながるデータが取れる業務設計の確認

データサイエンティスト • 教育IR・業務IR・経営判断に関わる分析・可視化・学生数、履修状況、成績、進級・修了状況等の傾向分析
• 勤怠データや業務実績データを用いた業務改善効果の可視化
• 管理職・現場向けに見せ分けたダッシュボードや報告資料の作成
• KPIや指標の設計と、その意味・背景の解釈・入試・広報施策、教育改善施策への分析結果のフィードバック

ソフトウェアエンジニア • 学内業務システムの内製開発・改修・連携実装（教務・人事・勤怠・学務 等）
• システム間のデータ連携
• API連携の実装・業務DXを支えるネットワーク
• クラウド基盤の設計・運用・学内ネットワーク、認証基盤、端末環境を含めた利用環境の整備・維持

サイバーセキュリティ • 情報資産の保護方針の策定・運用（学生・教職員・研究・労務に関わるデータを含む）
• セキュリティルール・ガイドラインと認証・権限管理の設計（誰が・どこまで見られるかの定義とクラウド利用ルールを含む）
• DX・内製開発・データ活用を前提とした「使えるセキュリティ」設計（利便性と統制のバランス設計）
• 監査・法令対応を踏まえた運用整備とインシデント対応方針の検討（内部統制・影響整理・対応方針を含む）

表 大学情報部門におけるDX人材類型と大学業務の対応関係（八重樫勝手作成）

大学のこれまでの業務をDXの文脈で分類・再整理させることができる
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10. 香川大学高度情報専門人材（DX推進人材）育成事業
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香川大学は経産省（IPA）が定義した6種類のDX推進人材を網羅的にすべて育成する
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11. 産学連携リ・スキリング・エコシステム形成事業
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産学共創による実践指向型DXプロフェッショナルの人材育成に取り組みます
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12. まとめ①
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① 現場の課題から始める
• ベンダーに丸投げせず、大学自身が課題と要件を考える
• ドメイン知識を持つ教職員・学生が参画する
• 現場をDXの利用者から主体へ変える

② 使いながら改善する
• MVPから始め、仮説検証を繰り返す
• 内製と外部委託を、対象に応じて使い分ける
• ベンダーと役割を分担し、現場とともにシステムを育てる

③ 実践を通じて人を育てる
• システム開発とDX人材育成を分けない
• 個別の成功を、組織の変革能力へつなげる
• 実践の中で、自ら課題を解決できる人材を育てる

DXとは、大学が主体となり、現場とベンダーがともに新たな価値を創出する取り組みである



Copyright DX Research Center, Kagawa University

12. まとめ②
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①情報・DXは、一部の専門家だけの仕事ではない
• 経営課題と情報技術を結びつける
• 何に投資し、何をやめるかを判断する
• 現場と専門家をつなぎ、変革を実行する
• 投資の成果に、経営として責任を持つ

②情報化投資は、単なるコストではない
• 教職員の時間を生み出す
• 教育・研究・学生支援の質を高める
• データに基づく意思決定を可能にする
• 大学の新たな価値や収入を生み出す

③DXは、大学自身が変わり続ける力をつくる
•  現場が自ら課題を発見できるようにする
• 小さく始め、使いながら改善する
• 大学が主体性を持ち、ベンダーを含む外部パートナーとの共創によって変革を加速する
• 個別の成功を、大学全体の変革能力へつなげる

今後とも香川大学のDX推進の取り組みにご期待ください
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